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 東京都港区北青山一丁目２番 ３号 

 東海カーボン株式会社 

 代表取締役社長 長坂 一 

 

当社と当社の連結子会社であるオリエンタル産業株式会社（本社：山梨県甲府市上条新居町 180

番地、代表取締役：山家裕司、以下「オリエンタル産業」といいます）は、それぞれ、2024年５

月 30 日付の取締役会決議により、当社を株式交換完全親会社とし、オリエンタル産業を株式交換

完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます）を行うことを決定し、同日、当社は

オリエンタル産業と株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます）を締結いたしました。 

本株式交換に関する会社法第794 条第１項及び会社法施行規則第193 条に定める当社の事前開

示事項は下記のとおりです。 

 

記  

 

１． 本株式交換契約の内容（会社法第794 条第１項） 

別紙１のとおりです。 

 

２． 会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（会社法施行規則第193 条第１号） 

別紙２のとおりです。 

 

３． 会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（会社法施行規則第193 条第２号） 

該当事項はありません。 

 

４． 株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第193 条第３号） 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙３のとおりです。 

 

（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容  

該当事項はありません。 

 

（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 本株式交換契約の締結  

オリエンタル産業は、2024 年５月30 日付の取締役会において、当社との間で本



株式交換契約を締結することを決議し、同日付で株式交換契約を締結しました。

本株式交換契約の概要は、上記１．「本株式交換契約の内容」に記載のとおりで

す。 

 

５． 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他

の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 193 条第４号） 

 本株式交換契約の締結 

当社は、2024 年５月30 日付の取締役会において、オリエンタル産業との間で本株式交

換契約を締結することを決議し、同日付で株式交換契約を締結しました。本株式交換

契約の概要は、上記１．「本株式交換契約の内容」に記載のとおりです。 

 

６． 株式交換が効力を生ずる日以降における当社の債務の履行の見込みに関する事項（会社法

施行規則第193 条第５号） 

会社法第 799 条第１項の規定により、本株式交換について異議を述べることができる

債権者はいないため、該当事項はありません。 

 

以上 

 



別紙１ 本株式交換契約の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

  









別紙2 会社法第 768 条第1 項第2 号及び第3 号に掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項 

 

当社は、本株式交換に関して、会社法第 768 条第 1項第2 号及び第3 号に掲げる事項に

ついての定めの相当性に関して、次のように判断しております。 

 

1. 本株式交換に係る割当ての内容 

会社名  
当社 

（株式交換完全親会社） 

オリエンタル産業 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率  

（株式交換比率）  
1 27.98（注1） 

本株式交換により交付する株式数  当社普通株式：228,037株 

（注1） 小数点以下第三位を四捨五入しております。 

（注2） 株式交換比率及び交付する株式数等 

オリエンタル産業の普通株式１株に対し、上記割当比率にて当社普通株式を割当て

交付いたします。 

ただし、効力発生日において、当社が保有するオリエンタル産業の普通株式につ

いては、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

本株式交換により交付する当社の普通株式の数は228,037 株となる予定です。な

お、当該交付に係る全ての株式について、当社が保有する自己株式（2024年３月31

日現在11,728,100株）を充当する予定であり、当社が新たに株式を発行することは

予定しておりません。 

（注3） 単元未満株式の取扱い 

本株式交換に伴い、当社の単元未満株式(100 株未満）を保有することとなるオリ

エンタル産業の株主の皆様については、当社に関する以下の制度をご利用いただ

くことができます。なお、金融商品取引所市場において単元未満株式を売却する

ことはできません。 

① 単元未満株式の買取請求制度(100 株未満株式の売却） 

会社法第192条第1項の規定に基づき、当社の単元未満株式を保有する株主の

皆様が、その保有する単元未満株式を買い取ることを当社に対して請求する

ことができる制度であります。 

② 単元未満株式の買増制度(100 株への買い増し） 

会社法第194 条第1 項および当社の定款の規定に基づき、当社の単元未満株

式を保有する株主の皆様が、当社に対して、その保有する単元未満株式の数

と合わせて1 単元(100 株）となる数の当社株式を売り渡すことを請求し、こ

れを買い増すことができる制度であります。 

 

２．本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 



当社の株式価値については、当社の普通株式が東京証券取引所プライム市場に上場して

いることから、市場株価法を採用して算定いたしました。市場株価法では、2024年４月30

日を算定基準日として、当社普通株式の東京証券取引所プライム市場における算定基準日

の終値、算定基準日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値、算定基準日までの直近３ヶ月

間の終値単純平均値及び算定基準日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値を用いて評価を

行いました。なお、それぞれの算定結果は以下の通りになりました。 

 

算定基準日の終値  1,049円 

直近１ヶ月間の終値単純平均値 1,033円 

直近３ヶ月間の終値単純平均値 1,012円 

直近６ヶ月間の終値単純平均値 1,039円 

 

これに対して、オリエンタル産業の株式価値については、本株式交換に用いられる株式

交換比率の検討に際し、その公平性・妥当性を確保するため、当社及びオリエンタル産業

から独立した第三者算定機関であるデロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー

（以下「デロイト」といいます）に算定を依頼いたしました。 

デロイトは、オリエンタル産業の普通株式については、非上場であり、また、類似上場

会社がないことから市場株価法及び類似上場会社法は採用せず、他方、その株式価値の源

泉は将来の収益獲得能力にあることから、修正簿価純資産法ではなく、将来の事業活動の

状況に基づく収益獲得能力を評価に反映させるためにディスカウンテッド・キャッシュ・

フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます）を用いて株式価値の算定を行いました。 

デロイトがＤＣＦ法に基づき算定した、オリエンタル産業の１株当たりの株式価値の算

定結果は以下のとおりとなりました。 

 

 算定結果（円/株） 

ＤＣＦ法 24,744 ～ 33,051 

 

なお、デロイトがＤＣＦ法による算定の前提としたオリエンタル産業の事業計画におい

て、大幅な増減益が見込まれている事業年度はありません。また、当該事業計画は、本株

式交換の実施を前提としていません。 

 

上記算定手法による当社の普通株式１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比

率の評価レンジは、以下のとおりとなります。 

 

採用した算定手法 
株式交換比率の算定結果 

当社 オリエンタル産業 

市場株価法 ＤＣＦ法 24.45 ～ 31.51 

 



 

別紙３ 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 

 

  



 

 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

 


